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住民に対する雇用・職業保障の一環として職業教育
は重要な意義を持つ。職業教育は主として公教育にお
ける学校制度のなかで学齢期にあるものを対象とし
て，長期的な視点から実施され，その内容も普遍的な
事項をとくに重視したものになっている。この部分に
おいて，失業対策としての意味合いの強い雇用保障と
しての職業訓練とは大きく相違している。本稿では，
米国統治下の沖縄における職業教育について，雇用・
職業保障の観点からその機能と制度の両面の特質を明
らかにすることを目的としている。ここでの知見は，
今日の職業教育がかかえる諸課題を検討する際にも有
益な示唆を提供するものと思われる。
 職業教育の焦土から復活
1 戦前の状況
琉球王朝の時代，首里，那覇を中心に士族以上の階
層の子弟に対して教育が行われていたが，その末期に
は地方において「筆算稽古所」が設けられ，間切
（村）の吏員となるべきものの教育が行われるように
なった。この「筆算稽古所」は，各間切の番所内に設
けられ，中央の士族を招聘し，指導にあたらせた。こ
こで数年学んだものが番所の書記などに採用された。
明治 12年に廃藩置県が行われ，教育も日本と同一
の制度のもとに置かれるようになった。翌 13年には
師範学校が設置され，新たに小学校が開設された。明
治 19年の小学校令により，尋常科 4年，高等科 4年
の 2種が置かれ，尋常小学校を義務教育と定め，僻遠
の地には簡易小学校が置かれた。明治 40年には尋常
小学校の義務教育年限を 6年とし高等小学校を 2カ年
とした。大正から昭和の初めにかけては，沖縄でも労
作教育，生活教育や職業指導などが盛んになった。
（要覧 1955年 4頁）
第 2次世界大戦終結前までの沖縄における中等教育
段階の職業教育機関は 5校あり，明治 38年に設立さ＊ 専修大学商学部教授
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れた那覇市立商業学校をはじめとして，同 43年の県
立水産学校，同 44年設立の県立農林学校などがあ
り，大正 10年には県立工業学校が設立され，昭和 12
年には石垣島に八重山農学校が設立されている。（白
書 1965年 36頁）
2 青空教室と初等学校
1945年 4月，沖縄本島に上陸したアメリカ軍は住
民保護のため軍政を敷き，ニミッツ布告を発して日本
の行政権を停止した。沖縄戦の最中でも北部の占領地
域の収容所では 5月の中旬から軍の支援を受けて児童
生徒を集めた露天の学校が始まった。この年の 8月に
は軍政府のハンナ大尉の尽力により，文教部が設けら
れ山城篤男が軍命により文教部長に就任した。また，
軍政府内に教科書編集所が設けられた。編集の手がか
りになるものが皆無なので，ハンナ大尉は壕の中から
焼け残った教科書を集めるなどの努力を重ねた。教科
書編集の方針としては，沖縄文化の再認識を目指し，
郷土の教材を豊富に盛った，生活に即した総合的な独
自の教科書を編纂することになった。（要覧 1955年 6
頁）
沖縄民政府が設立された 1946年 4月に沖縄の新教
育の指針として「初等学校令」「同施行規則」が公布
された。同令では「初等学校は新沖縄建設の精神を体
し，初等普通教育を施し，児童心身の基礎的鍛練をな
すをもって目的とす」と定め，同施行規則では「自治
の精神を会得せしめ」，「沖縄文化の向上を図り，（中
略）とくに米国の国情に通ぜしめ」，「海外発展，積極
進取の意気を養い」，「数理的，技術的教育を尊重し，
生活の科学に努める」などがうたわれている。また，
学校体系が改められ幼稚園（1年），初等学校（8
年），高等学校（4年）とされ，沖縄における統一的
な学制が施行された。（教育史 23頁）1946年に発足
した 8年制の初等学校では，4学年から「生産科」が
置かれた。
3 実業高校の設置
1946年 7月，沖縄の軍政はアメリカ海軍から陸軍
に移管された。この時期に沖縄民政府知事から琉球列
島米国軍政本部に，「青年高等学校」を各地に設置す
る旨の申請を行った。1947年 1月の軍政副長官ウイ
リアム・クレイグ大佐の書簡により，これが条件付き
で許可された。なお，名称は同年 2月に「実業高校」
へと変更され，知念実業高校以下 25校が設立され
た。この「実業高校」は勤労青少年を対象として 4年
の義務制で就学させ，週 18時間の交替制の授業が実
施され，生産体勢の確立のための職業補導と郷土の再
建を目的としていた。実業高等学校設立要項によれ
ば，普通科，生活科，生産科の 3教科が置かれ，その
下に生産科では農業，商業，水産，工業などの科目が
置かれた。この農業と工業の科目について，クレイグ
大佐の書簡により前者には農産物輪作，土地改良，家
畜改良，に関する項目を，後者には大工，木工，自動
車整備，瓦及びタイル製造などを含めることとされ
た。勤労青少年を対象に義務制で就学させ，授業は交
代制で週 18時間実施された。戦後の生産体勢を確立
するための職業補導と郷土の再建を目的にしたもので
あった。
しかし，校舎や教具の不備，教育課程に対応した教
師の確保の困難，市町村の財政難，既存の高等学校と
比較した場合の魅力のなさなど諸々の事情により，初
期の成果を余り期待できそうもなかった。このため実
業高校は 1948年 3月に僅か 1年間で廃止されてしまっ
た。（教育史 27頁）
4 6・3・3制学校制度の導入と職業教育
1946年 4月，沖縄民政府が創設されると，文教部
もその機関として教育行政を担うことになった。1948
年度から 6・3・3制の新学制が採用され，日本の教科
書を使用するようになったが，沖縄の実情に即した新
教育の精神に則って，それぞれの地域や学校で教育課
程の研究がなされた。（要覧 1955年 7頁）
1947年の新学期から各市町村に開設し始めた複線
型の実業学校の制度は，翌年の 6・3・3制の単線型学
校制度の発足に合わせて，全市町村で開設される前
に，一年限りで廃止される結果となった。（白書 1965
年 9頁）
沖縄でも，1948年 4月から実施された単線型の学
制改革により，6・3・3制の学校制度が導入され，新
制度による中等学校が開設された。その設立要項で
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は，設立の理由の 2において，観念教育を離れて職業
教育，実務教育の徹底を期したいとし，目的において
も，実業に関する知識技能を授けることをあげてい
る。また，教科目の中に「職業」を置き，各学年にお
いて 3時間の授業時数をあてている。ここでは職業生
活，日常生活に必要な知識，技術，態度を養成すると
ともに，職業指導を行い職業情報の提供や探索的体験
をさせることを目的としていた。なお，学制改革を許
可した軍政府副長官クレイグ大佐の書簡では，工業高
校を 1校追加して設立するよう指示している。（教育
史 37頁）
 職業教育の発展
1 群島政府における職業教育の取組み
1950年 6月，軍政府シーツ長官は，後に「シーツ
善政」と呼ばれることになる住民自治拡大のための施
策を展開していく。軍政府特別布告 37号「群島政府
の知事及び群島議会議員選挙法」が公布され，続いて
8月には布令 22号「群島組織法」が公布され，住民
の直接選挙による群島政府が 11月に設立された。群
島政府の存続期間自体は比較的短かったが，教育に関
する基本的諸法の制定をはじめ，琉球大学の設置等，
教育に関する重要施策が矢継ぎ早に実施された。この
時期は教育の面でも，戦後の沖縄が復興から発展の段
階に移る画期とみることができる。アメリカ極東軍総
司令官マッカーサーは，1950年 12月「琉球列島米国
民政府に関する指令」を発し，これまでの軍政府を廃
止し民政に改め，新たに「琉球列島米国民政府」（US
CAR）を設置することとした。沖縄群島政府では屋良
朝苗が文教部長に任命された。この時点で，農林高校
3校，工業高校 1校，開洋高校 1校，商業高校 1校が
設置されていた。（教育史 50頁）
1951年 4月，琉球列島米国民政府は布告 3号を公
布して，段階的な措置として立法，司法，行政の 3機
関を備える「琉球臨時中央政府」を設立した。臨時中
央政府ができても群島政府は存続し，中央及び地方の
組織として，後に琉球政府が成立する 1952年 3月ま
で，その機能を維持した。琉球臨時中央政府の成立に
伴って，1951年 6月に臨時中央政府文教局が設置さ
れた。臨時中央政府立法院は立法 12号「臨時中央政
府文教局設置法」を議決した。同法は 2条二において
中等教育に職業教育を含むものと規定し，また四にお
いて社会教育に労働者教育，職業教育を含むものとし
ていた。（教育史 95頁）
2 琉球政府の設置と文教審議会の発足
琉球政府の設立に伴い，群島政府の文教審議委員会
は発展的に解消し，新たに行政主席の諮問機関として
「文教審議会」が発足した。この機関は学術，教育，
文化に関する重要な事項について行政主席の諮問に答
申する目的で，行政事務部局組織法（1953年立法 9
号）5条にもとづいて 1953年 6月に設置された。委
員は行政主席の委嘱による 20人以内の委員と臨時専
門委員で組織され，委員の任期は 3年とされた。臨時
専門委員は当該事項の審議が終わると解任される。こ
の文教審議会では 1953年 10月に産業教育計画（答申
1号）について答申しており，1955年 3月には産業教
育総合計画（答申 2号）について，同年 6月には職業
教育購入備品（答申 4号）について，1957年 11月に
は高等学校の職業に関する課程の設置（答申 8号）に
ついて，それぞれ答申を行っている。（教育史 119頁）
（1）産業教育振興方策
1953年 10月の文教審議会答申 1号「高等学校にお
ける産業教育振興方策について」は，その前文におい
て，産業の振興と沖縄住民の生活の向上のためには，
根本において産業教育の発展を図らなければならず，
産業教育こそは沖縄産業の復興，新沖縄再建の根本方
策であると述べている。また，民主的社会の形成者と
しての資質には，職業的教養は必須のものであるとし
ている。さらに，天然資源に乏しい沖縄において，住
民のすべてに優秀な技術と旺盛な勤労精神を身につけ
た近代産業人としての資質を涵養することの重要性を
指摘している。
この答申の第 1章では産業教育の隘路として教育制
度，財政，行政，教員の待遇と資質，教科用図書など
に関する問題点をあげた上で，勤労青少年に対する職
業陶冶の方策を整え，速やかに産業教育が実践的に行
われるようにすべきであるとしている。答申の第 2章
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では，産業教育の目的と目標を示し，琉球教育法の精
神に則り，産業技術の習得とともに，工夫創造の能力
を養い，経済の自立に貢献することのできる住民を育
成するために，勤労観の確立，地域の産業経済との連
携，指導者の資質向上，教育の内容，施設設備の充実
整備の 5項目をかかげている。このうち教育の内容で
は，産業教育の根幹が実習指導にあることからこれを
中核とした指導法を採用し，生徒が自ら進んで，実験
実習によって学ぼうとする意欲を喚起する必要性を説
いている。答申の第 3章では，産業教育の実施計画を
示し，その 1節では産業技術（技能）者の養成につい
て，学校と学校外における養成とに分けて，学校にお
ける養成では，中堅技術者の養成と供給が緊急の要務
であるにも関わらず中堅技術者となるはずの職業高校
の卒業生の数が極めて低位であることから，これら教
育機関の整備を図らなければならないとしている。ま
た，学校外における養成では，現職者に対する再教育
がその中心となり，常時，一般の技能者に対して広範
な再教育の機会が与えられなければならないとしてい
る。（教育史資料編 107頁）
（2）産業教育振興計画
1956年 6月，文教審議会は答申 6号「産業教育振
興計画について」のなかで，産業教育は普通教育また
は一般教育と厳しく対立し区別されるものと考えるべ
きではなく，むしろ産業教育のなかに一般教育を吸収
した近代的全人教育の成果が産業教育であるという観
点に立つことの必要性を強調している。一方で，産業
教育の施設設備は戦争による破壊などもあり，惨憺た
るもので職業高校の設備現有率は，農業，商業，水産
において 10％，工業では僅か 3％の設備であり，実
習施設はほとんど皆無の状態であった。答申では，設
備には莫大な経費を要するにしても，この 5カ年計画
において施設設備に関する現有率を 60％にまで高め
るよう努力すべきであるとしている。（教育史資料編
122頁）
3 琉球教育法の制定と職業教育
1952年 2月，琉球列島米国民政府布告 13号「琉球
政府の設立」並びに布令 68号「琉球政府章典」が公
布され，3月には布令 69号により群島政府が廃止さ
れ，臨時中央政府及び群島政府を継承した「琉球政
府」が 4月に発足した。同月，サンフランシスコ平和
条約が発効するが，その 3条に対応した制度上の枠組
みが整えられた。米国民政府のマコーミック教育部長
は，全琉球を統合した中央政府の成立を間近にひか
え，教育行政制度の基本をなす教育関係法規の立案に
着手し，各群島政府代表者らの意見聴取を行い，1952
年 2月，布令 66号「琉球教育法」を公布した。この
琉球教育法は教育基本法，学校教育法のほか教育行政
全般にわたり，全 16章 169条からなる教育の広範な
領域にわたる布令となっている。とくに 7節では財政
上の責任をあげ，学校教育の維持は教育区及び琉球政
府の連帯責任とすると定めている。
（1）中央教育委員会
琉球教育法の制定によって，初めて全琉球統一の教
育委員会制度が確立された。同法 2章において文教局
は琉球政府の教育行政の最高執行機関とされ，文教局
長は中央教育委員会の推薦により行政主席が任命す
る。このため教育長は，行政主席の補佐機関であると
同時に中央の教育行政の執行者でもあり，二重の性格
を持っていた。文教局には職業教育課が置かれてい
た。3章において中央教育委員会は，立法院の承認を
得て行政主席が任命する 8名と立法院文教委員会の議
長の 9名からなる委員で構成し，群島別に任命委員を
沖縄群島 4人，奄美群島 2人，宮古群島 1人，八重山
群島 1人のように割り当てていた。
（2）教育区と教育税
琉球教育法の 5章から 9章まで，及び 16章は地方
の教育行政について規定している。教育行政を一般行
政から分離し，市町村と同一のエリアに独立法人とし
ての「教育区」を設置し，これに所管させた。教育区
の機関として区教育委員会を置き，住民の直接選挙に
よる公選委員 4人と市町村長たる有識委員により構成
された。地方教育委員会の財政権を自主独立的に確保
するという観点から「教育税」が創設された。これは
アメリカの制度にならったもので，教育区の予算編成
にあたって教育委員会は事前に住民の公聴会を開き，
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予算及び教育税の総額が検討された。
（3）連合教育委員会と高校連合区
教育の一層有効な指導と管理を図る目的で，中央教
育委員会に，数地区の教育区を連合して連合教育委員
会を組織する権限を与えた。連合教育委員会は，連合
した教育区の全委員をもって構成していた。当初，設
置された連合教育委員会は全琉球 18カ所であった。
法 6章 16条により教育区は，設置されている普通
高校のうち，いずれか一つを他教育区と協同運営する
こととなり，高等学校連合区教育委員会を成立させる
こととなった。1953年 4月の改正布令 2号により法 16
章「高等学校連合区」が追加された。当初，設置され
た高等学校連合区は21カ所であった。（教育史105頁）
（4）職業教育計画
琉球教育法 12章 6条には「中央教育委員会は琉球
経済の要求を充足し，同時に，その青年子女を民主的
社会に最大限に参加せしめるよう訓練することを助長
するような職業教育計画を設定維持し，発展させる責
任を負う」と規定している。琉球の産業経済の分析と
これを総合発展させた職業教育計画の策定は，政府の
経済振興 5カ年計画と呼応して，早急に着手されるこ
とになった。ここでは，職業教育計画にもとづいた中
学，高校における職業教育カリキュラムの構成と運営
が大きな課題となっていた。（要覧 1955年 164頁）
4 職業教育と教育課程
1953年 11月に文教局が発行した「基準教育課程
（目標編）」には高等学校の教育目標の一つとして，経
済生活及び職業生活に必要な知識，技術を身につけ，
個性に適した職業を選択することができるようになる
ことをあげている。この目標は高校の種類に関わら
ず，すべての高校の共通の目標とされ，これを実現す
るために，それぞれの地域に適したより具体的な目標
を設定することとしていた。（要覧 1955年 144頁）
（1）基準教育課程
この高等学校の教育目標のなかに，経済生活及び職
業生活に必要な知識技能の習得があり，具体的には，
生産，流通，消費について，政治その他社会生活との
関係を理解すること，職業についての専門的な知識と
技能を身につけること，個性に適した職業を選択でき
るようになること，社会生活における職業の意義を理
解し，自分の仕事に社会的価値を自覚するようになる
ことなどがあげられている。
また，中学校教育目標でも，同じ目標がかかげら
れ，社会生活における生産，流通，消費について，そ
の関係と生産増強の必要なわけを理解し，進んで郷土
社会の福祉増進のために働くようになること，基礎的
な生産の技術を身につけ生産の増強に協力するように
なること，職業について基礎的な知識技能を身につけ
るようになること，個性に適した職業を選択すること
ができるようになること，職業を通して社会に貢献す
ることがわかるようになること，などが具体的に示さ
れている。（琉球史料 241頁）
翌年 4月，中央教育委員会はさらに「1954年度学
習指導指針」を制定し，指導の力点として職業教育の
振興をあげ，そのなかで，地域に即したカリキュラム
を構成するとともに，郷土の産業とその発達の歴史
性，並びに実態を調査し，その改善と発展に寄与する
よう企画し，さらに教育効果が郷土に浸透するよう郷
土の産業と密接に連携することとして，地域に根を下
ろした職業教育の展開を訴えている。（琉球史料第 3
集 221頁）
（2）高校教育課程委員会
1955年 7月に開催された全琉球高等学校校長教頭
連絡会において，教頭による教育課程研究委員会を組
織することの申し合わせがなされ，同年 11月，文教
局長から任命された高校教育課程委員会に，この業務
が引き継がれた。この委員会では，教育課程に関し
て，職業に関する教科科目に関する問題点，進路指導
に関する問題点などについても研究討議がなされた。
これまで高校においては大幅な選択が許されていた点
を改めて，普通課程では文科系，理科系，または職業
などの類型に分けて編成することとした。また，職業
に関する課程では，生徒の進路，特性に応じ，かつ各
課程の特性を活かした教育を行いやすいように職業に
関する教科の科目を編成した。これまでよりも科目数
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は増えたが，各科目の単位数の幅は縮小された。教育
の効果，及び能率の観点から，理論と実際の統一を図
り，必要に応じて特別実習を配し，相当単位数を与え
られるようにした。（教育史 537頁）
（3）教育課程の編成
1961年 8月，行政主席の諮問を受けて文教審議会
は教育課程の改定に関する答申を行った。答申では，
高校の教育課程を編成するにあたって，沖縄の置かれ
ている地理的，社会的特殊条件などを考慮に入れ，と
くに職業に関する教科においては現実に立脚した指導
がなされるように留意することとし，学科の設定につ
いて，職業に関する学科のうち，とくに沖縄独特の学
科は，その目標を明確にし，それを達成するための適
切な教育課程が編成されるよう慎重に検討される必要
があるとしている。また，進展する科学技術に即応し
た教育を行うために，職業に関する専門科目について
は一層，実験実習を重んじた科学技術教育の充実を図
ることとし，必要とされる施設設備並びに運営費の充
実のために抜本的措置を講じる必要があるとしてい
る。（教育史 540頁）
5 職業教育担当教員の養成
1956年の文教審議会答申 6号では，産業教育は技
術教育を生命とするものであることから，これを担当
する教員が理論と技術の両面を指導する能力を持つこ
とが必要であり，現職教育と教員養成の強化を図る必
要があるとしている。すなわち，学科指導担当教員の
実技能力向上を図る一方で，実習指導担当教員の教職
教養充実を図らなければならない。すなわち，施設設
備の充実している大学における現職教育のための講習
会の開催や，日本本土への留学の実施が提案されてい
る。さらに，緊急な課題は教員の養成であり，琉球大
学の施設設備を充実し，理論と実技の両面を一元化し
た教員養成機関を設けて，職業科担当教員を養成する
とともに，日本本土の大学のそれぞれの専攻部門にお
いて職業高校の中堅教員を養成すべきであるとしてい
る。（教育史資料編 122頁）
1962年 3月の行政主席政務報告では，日進月歩の
科学技術の進歩に対応して，科学技術教育を効果的に
推進するために，施設設備の充実と指導者の養成が急
務であり，理科教育振興法の趣旨にもとづいて，施設
設備の補助を行うとともに，理科教育センターを工業
高校の理科棟に設置して，教職員の科学技術研修を行
うとしている。一方で，教職員の資質を高め，教育技
術の向上を図るために，日本政府の技術協力により，
日本本土の大学から 33名の講師を招聘して夏季講習
を実施するとともに，約 50人の教員を研究生として
日本本土の学校や研究機関に派遣し研修させており，
また，アジア財団の援助により職業技術教員の研修も
行われているとしている。教職員の研究活動は，これ
まで実験学校，研究学校を指定して研究にあたらせて
きたが，教育の効果は教師の日々の創意工夫に待つと
ころが大きく，各教科ごとの自主的同好会組織による
研究活動が盛んになりつつあることは喜ばしいとして
いる。（教育史資料編 149頁）
6 私立学校と職業教育
戦前の沖縄には，私立の中等教育機関として男子校
の開南中学校，女子校の家政高等女学校（後に積徳高
等女学校と改称），昭和高等女学校の 3校が存在し
た。これら 3校は敗戦とともに消滅した。昭和 30年
代に入ると世相の安定と経済の活発化により，経済界
を中心に私立高校設立の動きが出始めた。
当時の琉球生命社長嘉数昇らによって 1956年 9月
に私立高校設置のための認可申請が中央教育委員会に
対して行われた。これに添えられた設立趣意書では，
琉球経済の様相が国際的多彩性を帯びるに従い，技術
的，職業的教育の必要もまた緊急を要するとして，こ
れまでの沖縄商科専門学院の経営における経験を活か
し，私立沖縄高等学校を設立して，すぐに役立つ有能
な人材を養成したいとしていた。同年 11月，中央教
育委員会はこの設置申請を認可している。初の私立高
校となった沖縄高校は全日制 375人，定時制 300人を
定員として 1957年 4月に開校した。
同年 7月，コザ学園中央高校も設立認可され，同年
9月に開校している。1962年には興南学園興南高校が
設置認可され，那覇市古島に 1学年普通科 6学級，商
業科 4学級の学校規模で開校した。1966年 3月には，
嘉数女子学園沖縄女子短大附属高校が設立認可され，
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那覇市国場に普通科 1学年 200名定員の私立女子校が
開校した。1972年の時点で沖縄の私立高校は 4校，
生徒数は 4987人を数えており，全琉球に占める割合
は生徒数で 14.67％となっていた。
琉球政府は，私立高校の教育振興を図るために「私
立学校補助金交付規則」を定め，1962年 7月から財
政上の助成措置を講じている。1966年 7月には「私
立学校法」が施行され，私立学校の法的性格が明確化
されるとともに，政府の助成に関する根拠が与えられ
ることになった。さらに，同年「私立学校振興会法」
も制定され，私立学校に対する助成措置も漸次拡充さ
れていった。（教育史 523頁）
7 移民政策と拓殖科の設置
敗戦により，南洋方面の外地在住者は続々と帰郷
し，沖縄の人口は膨れ上がった。そこで，食料を確保
するために肥沃な石垣島や，西表島の各地に移住する
ものがあった。彼らは自由移民と呼ばれた。1953年 3
月，沖縄本島大宜味村から 11世帯が八重山シンギ山
に集団入植した。以後，本島や宮古島から，琉球政府
による計画移民や自由移民の入植が続き，新村が創建
された。米軍による道路の開削はあったものの，医療
や教育施設の不備，資金の不足など，困難な状況が続
いた。そうしたなかで，鬱蒼とした山を切り開き，台
風や干ばつ，マラリアなどと悪戦苦闘しながら，開拓
が進められた。八重山開拓最大の障害はマラリアで
あったが，撲滅運動が功を奏し，1961年に八重山か
ら姿を消した。（大田）
また，南米への海外移民も琉球政府の政策として積
極的に推進された。戦前から沖縄では，多くの住民が
海外に移民していた。最初はハワイそして南米，東南
アジア，南洋へとその範囲は広がっていた。戦後も，
1948年に呼び寄せ移民として 3名がアルゼンチンに
渡航したのを皮切りに，ブラジルでも，戦前からの在
住者の呼び寄せによる移民が一定範囲の近親者に限っ
て認められるようになった。1951年 1月，群島知事
平良辰雄は，経済自立移民の持つ役割の重大さを認
め，群島政府経済部に移民係を新設し，支援事業を開
始するとともに，移民問題に関する基礎資料の整備が
進められた。同年 3月，各市町村を通じて実施された
海外移民希望者の調査では，17万 1865人もの多くの
住民が海外移民を希望していることがわかり，これを
米国民政府に報告するとともに，移民再開を促進し
た。
沖縄の海外移民再開に大きな力を尽くしたのは，米
国スタンフォード大学のゼームス・スティグナー博士
であった。1951年 9月，南米在住の沖縄人移民の実
態を研究している同博士は，沖縄本島各地の農村を調
査した後，南米のブラジル，アルゼンチン，ボリビ
ア，ペルーの各国を歴訪し，沖縄人移民の生活実態を
調査するとともに，将来の入植予定地についても，長
期にわたって調査研究を行った。翌年 9月に再度来沖
した同博士は，南米の各移民地の状況報告を行い，こ
れを基に戦後の南米移民の基本的計画が樹立されるこ
とになった。とくに，ボリビアの，うるま移住組合の
農業移民受入計画の立案や，渡航費 16万ドルにのぼ
る米国民政府補助の実現は，同博士の尽力によるもの
であった。（琉球史料第 4集）
琉球政府文教局は，1958会計年度から実施する
「職業教育 5ヶ年計画」の中で，外地に進出して開拓
の出来る技術ある人間の育成を目標としてかかげた。
1962年 2月，中央教育委員会は学校教育法施行規則
の一部改正と改定高等学校学習指導要領の設定を決議
した。農林高校の拓殖科では，指導の必要から外国語
科のなかに新たにスペイン語，ポルトガル語各 6単位
が加えられた。農業の学科では蚕業科が廃止となり新
たに拓殖科を設置し，その目標として「拓殖に関する
知識技術を習得させ，拓殖並びに，それに関する業務
に従事する経営者，技術者を養成する」としていた。
これらは当時の海外への移民政策に対応したものであ
る。（教育史 545頁）
 職業教育政策の展開
1 産業教育と職業教育
1955年版の「教育要覧」では，産業の振興を図
り，住民の生活を豊かにするには，根本において産業
教育の振興とその発展が不可欠であるとしている。す
なわち，産業教育こそは沖縄産業の復興，新沖縄再建
への根本方策である。戦後の新教育においては，一般
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教養がその価値において職業的教養よりも高いもので
あるという偏見に捕らわれている。一般的教養も職業
的教養も等価であり，この二つの教養が渾然一体とな
り，人間としての価値を発揮するものであり，いずれ
か一つを欠いても完全とは言い難いということであ
る。
（1）産業人の育成
生産能率の改善と生活水準の向上のためには，産業
人を育成し，その実践に待つほかはない。民主社会の
形成者としての資質には職業的教養が必須であり，産
業教育は民主主義と不可分である。1955年当時，沖
縄の中学卒業生の 61％，高校卒業生の 77％が就職し
ており，これらの就職者に対する職業陶冶の方策，そ
のための施設，設備の整備，職業科指導者の充実，教
材の完備等が求められている。天然資源に乏しい沖縄
では，住民のすべてに優秀な技術と旺盛な勤労精神を
身につけた近代産業人としての素質を涵養することが
求められていた。産業人の育成を急ぎ，職業教育の振
興を図ることが至上の要請であった。（要覧 1955年
178頁）
（2）産業教育と職業教育の差異
1956年 3月に文教局が発行した『琉球教育要覧』に
よれば，産業教育と職業教育はほぼ同じ意味に使われ
ており，学校において行う産業教育は「産業に従事す
るために必要な知識，技能及び態度を習得させる目的
をもって行う教育」で，戦前は実業教育といわれてき
た。また，学校以外の教育としては職業安定法におい
て「職業補導」といい，労働基準法においては「技能
者養成」といわれている。しかし，いずれも産業に従
事するために必要な教育である。そして，その限りに
おいて同様の目的，内容，方法が存在するのであり，
その間の相違は濃淡の相違といえる。
一方で，学校の行う産業教育と学校以外の行う産業
教育との間には見逃し難い差異がある。前者において
は，人間育成の立場から産業教育が強調されるのに対
して，後者においては，産業の現実の要求に応じて必
要な技能を習得し，それによって生計の資を得ること
を直接の目的としている。だからといって，これらを
別物として取り扱うのは無理がある。生活の安定のな
いところに人格の発展は望めないし，営利的生産を強
く求める産業界の現場の要請も，円満な人間育成の効
用を無視しえない。しかし，両者を全く同一として捉
えることも危険である。これらの一致を安易に考える
とき，学校教育の堕落が始まるとともに，必要な職場
訓練の普及発達も阻害することになる。
中学校における職業に関する教育は，職業教育とい
うよりは職業指導であるとされてきた。義務教育と大
学教育の中間にある職業に関する教育が産業教育であ
り職業教育である。職業教育というときは教育の質を
問わず，あらゆる職業を含め，それぞれの職業に従事
するために必要な教育の意味に用いられる場合もあ
る。この場合は，音楽家を養成し，法律家を養成する
のも職業教育である。産業教育は，職業のなかでも物
質の生産，流通，消費に結びつく職業ないし，経済活
動に必要な教育を意味し，この点において職業教育よ
りも範囲は狭いことになる。（教育要覧 1956年 43頁）
2 職業教育と経済振興
（1）暫定職業教育計画
1952年の第 4回中央教育委員会では「暫定職業教
育計画」が決議されている。この計画では，個人の職
業能力は社会の繁栄福祉と直結するものであることを
念頭において，すべての教育が営まれなければならな
いとし，琉球の繁栄は産業を興し，輸出入の平衡を図
り，経済を豊かにすることによってもたらされるもの
であり，職業教育は琉球経済の貧困を打破すべく，産
業に直接または間接に従事する知識技能の優秀な職業
人の養成に努めることを基本方針としている。この基
本方針の下に，職業教育は学校の階梯ごとに次の方針
に沿って行うものとしている。小学校では職業教育の
基礎を養うことを目標として，家庭その他の教科にお
いて生活の指導を主として職業の基礎訓練をする。中
学校では，適正な職業指導を行い職業の基礎教育を施
すことを目標とし，実技を通じて知識技能を体得せし
めて職業の訓練を行う。高校では，社会の中堅指導者
となりうる人物を養成することを目標として，将来，
従事すべき職業に関係ある教科を選択履修するよう指
導し，職業高校においては，職業に対する専門教育を
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施し，自家経営者もしくは初級技術者として社会の中
堅指導者となりうる人物を養成することを目標とし，
専門知識と技能の熟達を図るよう指導するとしてい
る。すべての職業課程においては，経済的知識を普及
し，琉球産業の振興を目標として，経営にあたらなけ
ればならない。職業教科を重視するために普通教科を
軽視することなく，教養を高め，人格の向上と品性の
陶冶に努めなければならないとしている。（教育史資
料編 667頁）
（2）職業教育 5カ年計画
琉球政府文教局では，職業教育の充実発展を進めて
きたが，財政難からその基礎をなす設備面において十
分な措置を講じることができず，1956年の段階で農
林高校 5校，水産高校 2校，商業高校 1校の平均の設
備充足率は 10％に止まり，工業高校 1校においては
僅かに 3％という状況であった。そこで「職業教育 5
カ年計画」を樹立し，これを 1958会計年度から実施
に移した。その資金所要額は総額で 440万ドルに達
し，これを高校 7割，中学 3割の比率で配分した。資
金の確保については，その 2分の 1を米国民政府に支
援要請した。この計画に従って職業課程の拡大が図ら
れ，高校における職業課程と普通課程の入学定員にお
ける比率は 2対 1となった。この 5カ年計画は，政府
財政の裏付けが十分に得られず，予定通りの実施はで
きなかったが，設備備品の面では米国民政府の援助に
より従来に比べると飛躍的な改善をみた。（白書 1965
年 71頁）
この「職業教育 5カ年計画」は，琉球政府の経済振
興計画に即応するもので，その目標として，経済振興
計画に合わせて，琉球の資源を開発し生産業を振興で
きる人間の育成，琉球における消費と流通の合理化を
図り国民経済に貢献できる人間の育成，外地に進出し
て開拓できる技術ある人間の育成などがあげられてい
る。そして，方針として，琉球経済の現状分析による
琉球経済の発展，課程別生徒数の比率からみた職業教
育の充実，卒業生の動向からみた職業教育の強化，課
程の細分化，地域社会との関連，女子課程の拡充，琉
球の特殊的産業の育成などがあげられている。また，
計画では職業教育の内容を，農業，工業，商業，水
産，家政などの 6群に分けて示し，その第 6群で生産
と職業，職業と進路，職業生活などキャリア・デザイ
ンに関わる領域を取りあげている。なお，各地域では
その地域の特性に即して重点的に職業教育を行うもの
と注記をしている。また，社会教育の場面でも，青少
年，一般婦人に対して，中学，高校の施設を開放して
一般社会における技能者の技術の向上を図るとしてい
る。この計画に伴う職業教育充実資金の 2分の 1を琉
球政府が負担し，残りの 2分の 1は米国民政府に援助
依頼をした。（教育史資料編 670頁）
昭和 30年代に入っても施設設備の不備や担当教員
の技術の不足などの隘路は大きく，中学校の産業教育
用の備品に対する補助金の交付や，教員の技術研修を
目的とした米国民政府の助成による「センター校」の
設置により，これを打開しようとした。（白書 1965年
74頁）
3 琉球列島米国民政府の職業教育政策
（1）職業教育に対する強い関心
1957年 4月，琉球列島米国民政府の民政副長官ジェ
イムス・ムーア中将は，立法院第 10回定例会にメッ
セージを送り，「沖縄における教員養成計画は進捗し
ているが，不十分な職業教育と技術施設は大学教育を
受けることのできない青少年が工業部門の職業へ進出
する際のハンディキャップとなり続けている」と懸念
を示している。また，1958年 4月の第 12回立法院定
例会に送ったメッセージのなかでも，高等弁務官と
なったムーア中将は，職業教育に強い関心が寄せられ
ていることを喜ばしいとし，発展の著しい産業界の要
請に応えられる技能の養成にむけて教育がなされてい
るが，機械科，電気科など経費もかかるので根本的な
資金の調達方法を慎重に検討し，また，熟達した教員
の確保についても検討しなければならないとしてい
る。
1959年 1月，米国民政府教育部長ボナー・クロ
フォード博士は年頭の挨拶のなかで琉球教育に対する
期待を述べている。同博士は，職業教育に関する計画
が一層確固とした基礎の上にたてられることを希望
し，期待するとしていた。沖縄の職業教育は，実際的
な計画すなわち日常の仕事に必要な実用的な技術を生
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徒が習得するに至る計画を必要としている。教職員と
雇用者が協力することによって，立派な職業教育計画
が樹立されるべきであるとしている。（教育史資料編
167頁）
1961年 2月，琉球列島高等弁務官となったドナル
ド・ブース中将は，立法院第 18回定例会にメッセー
ジを送り，職業教育を重要視する沖縄の傾向は健全で
あり，琉球経済の発展に大いに寄与するものと思うと
述べている。
（2）積極的な職業教育施政
1962年 2月，琉球列島高等弁務官ポール・キャラ
ウェイ中将は，職業教育の面での顕著な進歩を評価す
るとともに，教養面での教育と専門教育はともに相
まって社会に利益をもたらすが，技術水準の向上を怠
ることは大きな誤りであると指摘した。それは琉球に
おける産業技術の向上が，その教育訓練と熟練なしに
は達成できないということが明白だからである。中
学，高校並びに琉球大学に職業教育設備を設けるため
の資金はすでに調達されており，高校 25校に職業教
育用の特別教室が設けられ，また，地理的な便宜から
選ばれた中学 21校には工芸用教室が設置された。琉
球大学における職業教育担当者の教育訓練施設の拡張
によって，そこで教育訓練を受けた人々が今後，継続
的に中学，高校の教壇に立つことになるのを期待して
いると述べている。このようにキャラウェーは職業教
育の施設面及び教員養成の面での充実に関して，際
立って具体的積極的な施政を鮮明にしている。1964
年 2月の立法院第 25回定例会に送ったメッセージで
も彼は，学校施設，授業の質，教員の資質の着実な改
善，献身的で信頼できる有能な教師の必要性を指摘
し，同様の趣旨を強調している。
（3）日本類似地域並の水準確保
1965年 2月，琉球列島高等弁務官アルバート・ワ
トソン中将は，立法院第 28回定例会にメッセージを
送り，その中で教育の水準は，より徹底した教員養成
訓練及び広範な現職教員の再教育を実施することによ
り引きあげることができるとして，米国民政府はこれ
らの諸目的を達成するための援助にいつでも応じる用
意があるとしている。また，英語の会話，読み書きの
能力を向上するために大いに努力が払われるべきであ
り，これによって琉球経済は観光業や商業活動からさ
らに収入を得ることができ，青少年はより高い賃金を
得られる仕事に進出することができる資格を与えら
れ，また，住民が英語を通じてさらに広範な技術，知
識，文化にアクセスすることが可能になるとしてい
る。また，1966年 2月の立法院第 31回定例会に送っ
たメッセージのなかで，ワトソン高等弁務官は 1964
年から琉球政府と米国民政府が着手している合同長期
計画を通じて，公衆衛生，福祉事業とともに琉球の教
育を日本の類似地域並みの水準にまで引きあげること
を強調している。
1967年 2月，琉球列島高等弁務官フェルディナン
ド・アンガー中将は，立法院第 33回定例会にメッ
セージを送り，教育面で商業実務専門学校と産業技術
学校が開設され，琉球の青少年たちが社会に出て有利
な就職ができるように，新しい技術と技能の開発が始
められたと述べている。また，校舎の改築や教室数，
教員一人あたりの児童生徒数などで琉球がすでに日本
本土と同等の水準に達しており，とくに職業教育施設
は，極東においても最も進歩した部類に属しているこ
とを強調している。（教育史資料編 139頁）
4 行政主席の施政方針と職業教育
（1）職業教育の重点的充実
1952年 4月，琉球政府の初代行政主席となった比
嘉秀平は，立法院第 1回定例会において施政方針を述
べ，そのなかで教育については，すべての分野が琉球
経済の振興という一点に力を注がなければならないと
いう点からして，経済振興に資するよう職業教育の重
点的充実を図ることを先ず第一の目標にしたいと思う
と述べている。次ぎに，校舎その他教育施設の充実に
極力努力するとともに，教育そのものの内容を向上さ
せる意味において，教員養成機関の拡充を図り，ま
た，普通高校における夜間定時制の実施により，勤労
者にも教育の機会を提供できるようにしたいと述べて
いる。（教育史資料編 145頁）
206
（2）米琉合同の職業教育振興
1959年 3月の行政主席政務報告では，職業教育に
ついて，引き続き重点的に努力してきたと述べ，水産
界の多年の懸案であった大型実習船が 18万 6666ドル
の予算で清水市金指造船で建造中であり同年 4月に竣
工予定で，この実習船は近代的装備を持った船舶で水
産高校に配置され，水産技術者の育成に多大な貢献を
するものと期待していると述べている。また，中学，
高校の職業教育用備品について 8万 2000ドルの予算
が計上されているが，さらに，高校の職業教育用備品
充実のため米国民政府から 16万ドルの補助金があ
り，職業教育用備品は相当に充実されるとしている。
米国民政府も職業教育については多大の関心を寄せて
おり米琉合同の職業教育振興諮問会をもって職業教育
の振興に努めていると述べている。（教育史資料編
149頁）
（3）中堅技術者の養成
1964年 3月の行政主席政務報告では，産業技術教
育の推進について述べており，農業教育においては，
その体質を改善して近代化を図るための基礎資料を調
査研究し，農業教育近代化計画を樹立し，その実践に
移る体勢を整えているとしている。琉球大学に農芸化
学科が新設され基幹産業のパイン，砂糖等の振興策に
対して学術面や，技術者養成の面からの支援ができる
ようにするとしている。工業教育については，科学技
術の進歩に対処するために，沖縄工業高校に工業化学
科を新設した。また，学科の統合を行い，施設設備の
充実を図っている。また，中堅技術者に対する需要の
急増に対応して，中部工業高校を新設した。水産教育
については，沖縄水産高校に専攻科を設置し，日本政
府援助により 4名の指導員を招聘し，大型漁船の高級
船員を養成している。さらに，23万 2000ドルの日本
政府援助を得て最新装備を持つ新鋭実習船が建造され
ていたが 1963年 11月に竣工し，水産教育に明るい希
望と大きな魅力を与えており，喜ばしいとしている。
また，青少年が都市地区の職場に集中しつつある現状
にかんがみ，各地区で開設している一般青年学級以外
に，職場青年学級を開設し，職業技術を磨くとともに
職場での人づくりにも努力していると述べている。
（教育史資料編 155頁）
（4）青少年の健全育成と職業教育
1966年 3月の行政主席政務報告では，社会教育に
ついて青年学級，社会学級などとともに勤労青少年の
ための職業技術講習を開催して，青少年の健全育成の
ために努力をしていると述べている。琉球大学につい
ては長年の懸案であった政府立への移管が実現し，
1966年 7月からは唯一の政府立大学として地域社会
の開発と人材の養成にあたることになる。また，高校
卒業生の急増に伴い入学定員を増やし，既設学部学科
を充実強化するとともに，勤労学生に教育の機会を与
えるため夜間部も1967年4月から開設することになっ
ていると述べている。（教育史資料編 159頁）
5 産業教育振興法と産業教育審議会
1968年 9月，中央教育委員会は産業教育振興法の
立法公布に伴い，同法 8条により産業教育審議会に対
して産業教育振興方策について諮問している。この諮
問を受けて，同審議会は同年 11月に答申を行った。
（1）産業政策との緊密な連携
この答申では，基本的な方策として，産業教育は産
業に関する知識，技能，態度の養成に終わることな
く，人格の完成をめざし，一般的な教養を高め，自主
的精神にみちた心身ともに健康な人間の教育を目指す
とともに，産業教育が産業経済の成長発展を推進する
人間教育として重要な役割を果たすものであり，産業
政策と緊密な連携をとりつつその振興を図らなければ
ならないとしている。
次に，この答申は一般的な方策として，産業教育に
関する学科を置く高校は，その管理運営や教育効果の
面から適正な規模の単独校であることが望ましく，総
合高校に設置してある産業教育に関する学科のうち適
切なものは分離独立を促進して，産業教育の充実を図
ることが望ましいとしている。また，産業技術の進歩
に対応できる応用力と独創力を有する中堅産業人を養
成するために，学科の目標を明確にし，その特色が十
分に活かされるよう，専門科目の種類，単位数並びに
内容を検討する必要があるとしている。
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産業教育の効果を高めるためには実験実習による教
育を一層充実する必要があり，施設，設備の拡充と継
続的な更新を図る必要があるとしている。
さらに，教職員の確保については，計画的養成が必
要であり，有為な人材を誘致できるように諸条件を整
備するなど，また，資質の向上を図るためには，産業
教育研究所や共同実習所等の設置を図り，各種研修会
の開設，日本本土への留学，海外留学等の機会を多く
与えられるような措置を講ずることが望ましいとして
いる。
（2）領域ごとの振興方策
① 農業教育
各学科の振興方策においては，農業教育では，農業
自営者養成について就農率を高める努力がなされつつ
あるが，非農業部門の著しい発展に伴い卒業生の就農
率はなお低位にあることから，農林行政及び関連諸団
体との連携を一層緊密にして効果をあげるよう，格段
の施策を講ずる必要があるとしている。また，学校農
場の必要面積の確保と整備を図る必要があり，その運
営にあたっては地域農業の営農形態を勘案し，栽培飼
育作目の重点的実際的な選定を行い，地域農業の先駆
性を持たせ，生徒に農業に対する自信と抱負を持たせ
るように努力することが望ましいとしている。
② 工業教育
工業教育では，技術革新に伴い豊かな教養と高度の
技能，技術を有する指導的人材の育成に対する要請が
強まっており，工業高校の専攻科や工業高等専門学校
の設置が必要としている。
③ 商業教育
商業教育では，総合制高校に併設されている商業に
関する学科の多くを地域の実情に即して統合し単独校
を新設し，あるいは，学校規模の適正化を図るなどし
て，望ましい商業教育の効果をあげられるよう措置を
講ずる必要があるとしている。また，産業経済の目ざ
ましい発展と技術革新は商業の分野においても職業分
野の拡大と職務内容の専門分化をもたらしつつあり，
一方で，商業教育の内部にあっては生徒数の増加，と
くに著しい女子生徒の増加と男子生徒の減少傾向があ
り，類型制の強化や小学科の設置を検討するなど商業
教育の体質改善，近代化を図る措置を講じる必要があ
るとしている。商業実務専門学校については，法制上
その他の面から，将来は専攻科，あるいは短期大学，
または商業共同実習所等への転換をする必要があると
している。
④ 水産商船教育
水産商船教育については，漁業生産，経営構造の多
様化に対処し，水産漁業の現状や将来展望を水産教育
に反映させ，既設学科の拡充改善を図るとともに，増
殖・養殖学科並びに無線通信専攻科を新設増設する必
要があるとしている。また，水産専門教育の徹底を図
ると同時に，海上の特殊な生活環境に適応できる人間
教育を図り，そのために各種業態における実習が可能
な施設設備，とくに近代装備を備えた実習船の適正規
模の保有とその維持更新を図ることが急務であるとし
ている。水産高校は，水産と商船の両面の人材養成の
責務を負わされており，水産教育と商船教育の分離を
図る必要があるとして，商船教育については商船高等
学校の設置を促進し，商船教育の確立強化を図るとと
もに，とくに水産，海運業に従事するものの国際人と
してのマナーや教養を身につけられるよう格別の配慮
が必要であるとしている。
⑤ 中学の産業教育
中学校の産業教育では，技術家庭科と選択教科の職
業に関する教科について，そのねらいが十分に達成で
きるよう教員の確保と資質の向上について必要な措置
を講じ，また，施設設備の充実については助成費の確
保に一段と努力を払う必要があるとしている。（教育
史資料編 677頁）
（3）社会状況の著しい変化と産業教育
1971年 5月，中央教育委員会は産業教育振興法 8
条により，産業教育審議会に対して，高等学校の産業
教育関係学科の整備充実について諮問している。諮問
の理由として，社会状勢の著しい変化に伴って，沖縄
の高校における産業教育は，科学技術の進歩と産業構
造の変化，人口の都市集中と過疎の進行，本土復帰に
伴う産業経済等の本土一体化，高校進学率の上昇など
の多くの新しい課題に直面しており，このため実情に
即した高校における産業教育に関する学科等の整備充
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実を図り，産業教育の一層の振興を期さなければなら
ないことをあげている。
1971年 9月，産業教育審議会はこの諮問に対する
答申を行い，各学科の養成規模，学科の転換新設，学
科の配置，学校の規模配置等について述べている。各
学科の養成規模については，社会の要請及び今後の情
勢からみて検討する必要があるとし，工業，厚生関係
の学科については養成規模を増し，農業については減
ずる必要があるとした。他の学科については，概ね現
在の規模でよいと考えられるとしている。学科の転換
新設については生徒の能力，適性，希望に応じた教育
を施すため，また，科学技術の進歩に伴う社会の要請
に応えるために，既設学科の内容の充実改善を図ると
ともに，学科の転換，増設並びに新設を行い，実情に
即しうるようにしなければならないとしている。
（4）学科の新設と転換
このため，農業に関する学科では，農業科の一部を
園芸科，畜産科等へ，拓殖科は関連産業技術者の養成
学科（農業土木，造園，食品製造等の各学科）への転
換を図り，学科の目標を一層明確にする必要があると
している。工業に関する学科では，自動車科の一部を
機械科へ，貴金属デザイン科や木材工芸科は，それぞ
れデザイン科，インテリア科への転換を図る必要があ
るとし，織染科については，学科の近代化を図り実情
に即しうるようにし，名称についても検討する必要が
あるとしている。商業に関する学科では，これまで商
業科だけが設置されてきたが，商業教育の専門性を高
めるため，また，社会の要請に応える上から小学科制
の設置について検討する必要があるとしている。水産
に関する学科では，既設学科の目標を一層明確にする
とともに，社会の要請にもとづき専攻科，無線通信士
科の新設を図る必要があるとしている。
（5）学科の配置
次に，学科の配置については，地域の実情，学科の
特色及び施設設備の整備充実並びに産業経済の展望を
考慮に入れて検討する必要があるとしている。農業に
関する学科の配置では，農村地域の学校には自営者養
成学科（農業，園芸，畜産，生活等の各学科）を重点
的に配置し，地域農業の実態に応じた特色のある学科
とする必要があるとしている。都市地域の学校には，
都市近郊農業にふさわしい学科を配置するとともに，
関連産業技術者の養成学科を配置する必要があるとし
てる。工業に関する学科の配置では，都市地域に類似
する学科を持つ学校が隣接しているので，それぞれ性
格を異にする特色のある学校となるよう学科の配置換
えをする必要があるとしている。これは，産業技術学
校の改組による工業高校への転換により生じた問題で
ある。商業に関する学科の配置では，一部地域におい
て他学科と併設されているため専門性が活かされない
場合が多く，従って地域の実情を考慮しながら，これ
ら学科の整備充実を図る必要がある。単独の商業高校
については，それぞれ特色のある学校となるよう学科
の整備充実を図る必要があるとしている。厚生に関す
る学科（衛生看護科）の配置については，施設の整備
充実及び学科運営の面から，増設する学科の配置とも
関連して検討する必要性を指摘している。（教育史資
料編 680頁）
 職業教育と生徒の急増対策
1963年 9月の高校入学者の急増対策に関する文教
審議会の答申では，産業教育に関して高校進学率 50
％を目標として，技能教育を中心とする高校教育の充
実を図ることが望ましいとしていた。職業教育を主と
する学科の構成比率は全体の 6割が適当とし，工業に
関する学科の拡充に重点を置くなどとしている。この
答申に従って，1964年には中部工業高校が，翌年に
は中部商業高校が開設された。また，中学を卒業して
産業界に就職しようとする青少年に対し，技能教育を
施す「産業技術学校」と，高校商業科を修了したもの
を収容し，英語に堪能な商業人を養成する「商業実務
専門学校」が 1966年に開校することとなった。（白書
1965年 73頁）
1 生徒の急増対策と職業高校の増設
戦後のベビーブームの影響は，沖縄では日本より 2
年遅れ，1963年からの中学卒業生の急増となってあ
らわれた。1962年度の 1万 2948人に対して 1963年
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度は 2万 3803人に急増した。その後，増加の一途を
たどり，1965年には 2万 5826人，1966年には戦後最
高の 2万 8057人となった。1967年度からは減少傾向
を示してきたが，その減少率は極めて緩慢なもので
あった。中学卒業生徒数の増加に比例して，高校への
進学を希望するものも毎年増加する傾向にあり，高校
の生徒数も急増した。
そのため，琉球政府文教局は 1963年 4月，高校の
生徒急増に対処する必要から，文教審議会に対してそ
の対策を諮問した。同審議会は，その年の 9月に答申
を行い，高校への入学率の目標を 50％とすることが
適当とした上で，技能中心の後期中等教育の拡充を図
ることが望ましいとしていた。そして普通教育を主と
する学科と職業教育を主とする学科の構成の割合は約
4対 6にすることが適当であろうとしている。職業教
育を主とする学科内の割合については科学技術の進歩
と沖縄の産業経済の開発進展等を勘案して工業科を増
やしていくようにすべきであり，学科，学級の新設，
増設については，地理的条件，人口，その他各種条件
を勘案して工業に関する学科の拡充に重点を置くこと
に配慮すべきであるとしている。（教育史 555頁）
高校生徒急増対策として，1963年 4月に小禄高校
が開設されたのを皮切りに，その後順次高校の新設が
進められた。職業教育関係の学科では，同年の前原高
校定時制課程（商業科，40人），1964年には中部工業
高校（機械，電気，自動車科各 2学級，240人），1965
年に中部商業高校（商業科事務，経理コース 8学級，
400人），1967年には八重山商工高校（機械，電気科
各 1学級，80人，商業科 2学級，100人），1968年に
は中部商業高校定時制課程（商業科 3学級，150人），
北部工業高校（機械，電子各 1学級，80人），八重山
商工高校定時制課程（商業科 2学級，80人）などの
新設がなされた。（教育史 561頁）
2 職業教育担当教員の確保
生徒の急増に伴う教職員の養成，確保について，文
教審議会の答申では，増設，新設の中心となる理工系
の教員は，産業界の雇用拡充との関係もあり，その必
要数の確保については法的措置を講じて，待遇改善，
並びに現職教員の再教育，適正配置を図るとともに，
奨学生制度の拡充による長期的な教員養成計画の樹立
など格段の配慮が必要であるとしている。（教育史
555頁）
理工系教員の必要数確保には特別の法的措置を必要
とすることから，立法院で「高等学校生徒急増に伴う
教職員の確保等に関する臨時措置法」が 1963年 8月
に制定された。これを受けて，中央教育委員会は同年
10月「高等学校の生徒急増に伴う教職員の確保等に
関する臨時措置法施行規則」を定め，その円滑な実施
を図った。この臨時措置法の内容は，学級在籍の特
例，教職員養成，初任給調整手当の創設の 3点から
なっている。学級在籍の特例では，政府立高校の学級
定員について，学校教育法の規程に関わらず 40人を
超えることができることとし，施行規則でその上限を
55人とした。
同法は理工系の教職員養成について，現職教育の計
画及び実施も含めて，これを中央教育委員会に義務づ
けた。中央教育委員会は「高等学校教員志望学生の奨
学に関する規則」を制定した。すなわち，琉球大学，
日本本土の大学，日本本土の工業科教員養成所に在学
するもので卒業後，琉球内の高等学校で理科，数学，
工業，水産の専門科目を担任する教員として勤務する
ことを希望するものに対して選考の上，月額 30ドル
を支給するようにした。1965年には，この規程にも
とづいて琉球大学 40人，本土の大学 60人，本土の工
業教員養成所 25人の計 125人の奨学生を選定して，
理工系教員の養成とその数の確保に努めた。なお，同
法の施行に伴い，教職員免許法も一部改正され，数
学，工業，商業，水産及び商船の教科について高等学
校教諭免許状の授与を受ける場合は，教職に関する専
門科目の代わりに教科の専門科目の単位の修得を以て
これに代えることができるなどの特例を設け，一般の
大学，学部在学生の免許状取得の際の負担を軽減し
た。
初任給調整手当については，新たに採用された工業
科教員（水産科の機関及び通信を含む）に予算の範囲
内において初任給調整手当を支給することとした。そ
の額は，月額 7ドルを超えない範囲内において，採用
の日から 3年間，逓減して支給することとした。その
額と逓減方法等は規則で制定された。（教育史 559頁）
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3 定時制課程の増設と通信制課程の開設
定時制高校は戦後民主教育の機会均等の理念により
生まれた制度であり，沖縄では 1962年に初めて首里
高校と那覇高校に定時制課程の設置が認可された。次
いで那覇商業高校，那覇工業高校にも認可され，1964
年当時，政府立 15校，私立 2校の計 17校があった。
定時制課程に学ぶ生徒数は 3289人，うち女子は 1374
人，私学には 419人が学んでいた。有職者は 2800人
で全体の 7割に及んでいた。勤労青少年のうちで常時
通学の難しいもののために，通信制課程が小禄高校に
設置され，1972年の時点で 578人が通信制による教
育を受けていた。（教育史 515頁）定時制及び通信制
の課程も，生徒急増対策の一翼を実質的に担うことに
なった。
（1）定時制課程生徒の就学実態
1964年 4月琉球政府労働局は第 9回の「働く婦人
年少者保護育成週間」を実施し，これに関連して，働
きながら学ぶ年少学徒の生活と意見を聞くために座談
会を開催した。
定時制高校に通う生徒たちは日中精一杯働いてすっ
かり疲れている。彼らの生活は緊張の連続だ。朝 7時
には起きて準備をして出勤する。そして，8時間精一
杯働いて 5時に終業する。この後，夕食などを済ませ
て，夜学の授業があり，6時 20分から 10時まで 4コ
マを学ぶ。夏場などは仕事の疲れも加わって激しい睡
魔が襲う。放課後は夜道を帰宅する。そして，多くの
ものが遅い夜食をとり，身の回りの仕事をこなすと就
寝するのは 12時になってしまう。
使用者は，勤労学徒に対し残業の免除，試験の時期
の休暇など特別の配慮をする例もあるが，職場によっ
て違いがある。全体として時間に余裕のないことが一
番つらい。メイドやハウスボーイの場合は個人に採用
されているため休暇や仕事の面で厳しいところもあ
り，体力が続かず，夜学に遅刻をしたり欠席してしま
うことも多い。実際に卒業にまで至らないものが半数
弱も存在する。健康の面でも，視力の低下や消化器系
の不調，慢性的な疲労感を訴えるものが多い。彼等
は，興味や関心を引き出すような講義，全日制課程と
の差別的な扱いの除去などを希望していた。
15歳から 18歳の高校生の時期は成長期にあたり，
身体面では身長体重はもちろん内蔵機能なども著しく
発達する重要な時期である。また，精神面でも推理洞
察力など知的な成長が著しいが，感情面での疾風怒濤
を乗り越えて，情緒的な安定を形成していく過渡期で
もある。勤労学徒は，このような成長段階のなかで，
疲労と時間に圧迫されながら労働に励み通学を続けて
いる。労働局では各方面に対して定時制生徒の就労と
通学に関する一層の理解と協力を呼びかけていた。
（小渡）
（2）定時制・通信制教育の振興措置
1966年立法 22号「高等学校の定時制教育及び通信
制教育振興法」の精神に則り，その振興促進に要する
緊急かつ重要な諸施策をとりあげ，諸条件の拡充整備
を図るために「高等学校の定時制教育及び通信制教育
振興総合計画」が策定された。この計画では勤労青少
年教育の特殊性を考慮して，定時制教育及び通信制教
育の内容及び方法の改善を図り，施設設備の整備充実
と，これを担当する教職員の確保と福祉の増進を図る
ことを基本方針としている。
具体的施策として，カウンセラーの配置による生活
指導の充実，学校放送の計画，奨学制度の拡充強化，
定時制と通信制の併修，ETA（雇用者と教職員の会）
組織の拡充強化と助成，専用の施設，設備，備品の充
実整備，照明施設の整備，給食施設の整備，教職員の
適正配置と負担軽減，教職員の待遇改善などがあげら
れている。
定時制通信制生徒の大部分が，学校での学習の他に
家庭や職場での困難に直面し，自ら働かなければ就学
できない家庭環境にあるばかりでなく，生徒の過半数
は家庭に送金または納金しており，その金額も収入の
半額を超えるものが多いことから，全退学者のうち経
済的理由で脱落するものは 30％を占めていた。その
ため，奨学制度の拡充強化により，生徒の負担軽減策
を講じて就学を容易にする必要があった。
また，勤務先の生徒の通学についての理解は好転し
てきているが，肉体労働に服するものも多く，厳しい
職場生活の制約は必然的に学習過程をも制約し，生徒
の出席率を低下させ，自宅学習の時間も制約すること
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になる。そこで，生徒ができるだけ通学しやすい諸条
件を作り出すことが緊急な課題とされた。一般的な労
働時間の短縮，労働条件の改善と併せて，雇用主の勤
労生徒への理解と協力，啓発等の措置が講ぜられなけ
ればならないとしている。そのためには先ず各学校ご
との雇用主と教職員の会（ETA）の結成，強化が強く
望まれるとしていた。（教育史資料編 625頁）
 職業教育の実態
1 職業高校の増設
職業教育は，戦後の沖縄ではとくに重視され，農
業，水産，工業，商業の各職業高校が政府の直轄管理
の下に置かれ，学校数も戦前の 5校に比して大きく増
加した。産業教育の重要性に関心が払われてきたが，
担当教員の資質や施設設備については検討改善すべき
幾多の問題があり，教育行政の大きな課題となってい
た。（要覧 1955年 7頁）
（1）経済成長と軌を一にした職業高校の充実
戦後の沖縄の住民生活の向上と産業経済の発展を目
指し，勤労に対する正しい信念を確立し，産業技術を
習得させるとともに，創意工夫の能力を養い，以て経
済自立に貢献しうる有為な人材を育成することを目的
として，職業高校が設置されてきた。中学の生徒急増
期には，産業技術学校 5校，中部工業高校，八重山商
工高校が設立され，本土復帰を前に産業技術学校を廃
止して，新たに工業高校を設置した。その結果，1972
年現在で工業高校は 8校となった。商業高校は那覇，
浦添，中部，南部の 4校の独立校があり，さらに 7校
の普通高校に商業科が併置されていた。また定時制課
程 4校にも商業科が設けられていた。その他に，私立
高校 3校にも商業科が設置されていた。水産高校は沖
縄と宮古に 1校ずつ設置されていた。なお，衛生看護
科も那覇高校に設置されていた。1954年の時点で職
業高校は 9校であったが，1972年には 19校に増加
し，生徒数も 4056人から 1万 4383人になり 3.5倍と
飛躍的に増加している。沖縄経済の高度成長と軌を一
にして職業高校の充実が図られてきた。
（2）小学科の設置状況
全琉球の職業高校における小学科の設置状況を
1972年についてみると，農業教育に関しては，農
業，林業，農産製造，畜産，造園，園芸，食品製造，
拓殖，農業土木，生活などの小学科が置かれていた。
工業教育では，建築，建築施行，電気，電子，機械，
自動車，土木，印刷，貴金属デザイン，設備工業，木
材工芸，漆工，インテリア，デザイン，整備工業，工
業科学，染色などの小学科が置かれていた。
水産教育では，漁業，機関，製造，無線通信，漁業
経営などの小学科の他に専攻科も置かれていた。戦後
の沖縄では幹部漁船員が不足しており，漁船の運行に
支障を来している上に，遠洋漁業の黎明期にあって漁
船の新造も増えていることから，社会的養成に応える
形で 1963年 4月，沖縄水産高校に漁業科，機関科の
2科からなる専攻科が設置された。就業年限は 2年で
卒業生は水産界の中堅幹部として活躍している。
衛生看護教育においては，沖縄の医療事情から看護
婦の不足が深刻であり，高校での准看護婦の養成が強
く要請されていた。衛生看護に必要な知識と技術を総
合的に習得させ，厚生に関する各種の仕事に従事する
ことのできる能力を有するものを養成する目的で
1966年 4月から衛生看護科が那覇高校に設置された。
（教育史 515頁）
2 高校における商業教育
（1）群島議会での商業高校設立に関する審議
1951年 2月，沖縄群島知事平良辰雄は，群島議会
に対して商業高等学校の設立について諮問している。
設置の理由として，大都市として発展しつつある那覇
市に，群島政府の政策である自立経済樹立の方針に
沿って商業高校を設置し，実業教育の振興を図り，人
材養成への道を開く必要があると述べている。群島議
会の審議では，文教部長屋良朝苗が，さらに，設置理
由の補足を行い，高校志願者が激増しており，これを
緩和するために，あと一つ高校を設立しなければなら
ない情勢にあるが，各種実業学校のなかでは，まだ，
商業高校が設立されていないので寧ろそれを設立する
のが穏当であると述べている。
議員玉城泰一は，商業高校の増設は誠に望ましい
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が，既設の実業高校の充実にも考慮を払うべきだとし
て，既存の農林，工業，水産の各高校を戦前のそれに
比較すると内容に極めて遜色があるように見受けら
れ，現在の実業学校の状況では実験実習はもちろんで
きず空理空論に終わっていると指摘している。知事は
これに対して，実業学校の問題は全く内容が貧弱であ
るから遺憾の点が非常に多く，その点には我々も努め
て実業学校の充実に力を注ぎたいと答えている。
議員仲里誠吉は，質問事項を一般的な他の学校の問
題から，商業高校の設立に関係のある問題に限るよう
要望し，以下の理由から商業高校の設立に賛成すると
述べている。すなわち，戦前の高等商業学校を出て商
業学校で教鞭をとっていた経歴から，今も，ハイス
クールを出て会社，実業団に就職したものの簿記が分
らないという青年たちから簿記の質問を受けたり，貿
易が再開し日本との取引もドル決済で実際には外国貿
易になっているので，その面に対する質問も受けてい
る。ハイスクールは出ても，学力自体が低いところへ
もってきて科目も実社会で直ちに通用するものは少な
い。卒業後，留学を希望してもそれが可能なものは極
めて少ない。ハイスクールを卒業してもドライバーと
かタイピイストの仕事しかなく，能力が活かせず暗澹
として，勢い生活が自暴自棄になっているように思わ
れる。その意味で，単に商業教育の振興に止まらず，
青少年にすぐに実社会で働いてもらって希望を与える
という意味でも，商業学校の設立は絶対に必要である
と述べている。
議員稲嶺盛昌からも賛成意見があり，議長知花高直
により，本案を答申案作成のため文教厚生常任委員会
に付託する提案がなされ，答申案作成の後，本会議で
答申決議することとなった。（琉球史料第 3集 80頁）
（2）基地経済と商業教育
高校における商業教育の努力目標として，1955年
度版「琉球教育要覧」は，商業を自己の職業とするも
のにとって必要な知識技能を身につけ，商業を合理
的，能率的に運営する能力を養うとともに，職業を通
じて国家社会の発展に寄与する人間を育成するとして
いる。（要覧 1955年 152頁）
1957年 6月に琉球政府文教局が発行した『琉球教
育要覧』は商業教育の充実発展の必要性について次の
ように述べている。琉球経済は広く外国との繋がりを
持つようになり，ドルの収支が琉球の経済力を示してい
る。琉球におけるドルの獲得は，商業活動とサービス
活動によるものが 80％を占め，基地経済の下での商
業意欲は益々旺盛になっている。土地が狭隘で資源に
乏しいなかで増え続ける人口を養いつつ，沖縄経済の
繁栄を支えてきたのは商業部門である。外国との貿易
活動が沖縄の商業部門の成否を握っており，この部門
の発展は，商業，サービス，金融，運輸，保険などに
関する専門教育，すなわち商業教育の大量需要を伴っ
ている。今日の社会は一面で商業社会ともいわれ，単
に商業従事者のみがこれを必要とするに止まらず，社
会に暮らすすべての人がある程度の商業教育を必要と
するようになっている。商業教育は，一方において商
業従事者のための専門的教育と，他方において一般社
会人の教養としての教育の両面の要請に応えるべく，
中学校での職業科教育と高校での商業教育の充実を図
らなければならないとしている。（教育要覧 1957年 45
頁）
（3）中堅商業人の養成
1965年の時点で，商業に関する学科を置く高校
は，独立校としての那覇商業高校と中部商業高校の 2
校の他に，総合制高校で政府立が 14校，私立が 3校
あった。いずれも，それぞれの分野で経営管理や事務
についての知識と技術を習得させ，中堅商業人の養成
を目指している。なお，沖縄の特殊な経済環境に関連
して，英語に堪能な商業人を目指す中部商業高校の取
組みは注目されていた。商業教育の問題点としては，
総合制高校における小規模学科の教育課程の編成，商
業実践施設の充実，事務管理と事務機械の教科への導
入などがあげられていた。（白書 1965年 76頁）
3 商業実務学校の商業教育
（1）沖縄経済の国際化に対応
商業高校卒業生の就職面の開拓のため「商業実務専
門学校」を設置した。商業高校を卒業して，商業実務
に従事しようとするものに，企業の近代化と合理化に
即応する知識，技能を修得させ，沖縄の外国商社や米
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軍基地で就業している外国人に代わって就職し，沖縄
人のこれらの部門への進出を図るとともに，琉球経済
の振興に貢献できる有能な人材を育成することを目的
として，1966年 4月に政府立各種学校として浦添村
伊祖に開校した。就業年限は 1年で本科（昼間部）は
秘書科，経営管理科，販売科からなり，専修科（夜間
部）は事務科が設置された。
（2）教育課程の特徴
1965年 12月，中央教育委員会が告示 58号「政府
立商業実務専門学校の教育課程」により示したところ
では，秘書科，経営管理科，販売科の 3学科に共通の
科目として国際経済事情，英語，英会話，商業英語，
保健体育の 5科目が配されている。また，学科ごとの
科目にも共通して英文タイプライティングがあり，秘
書科には英文速記が置かれている。
このうち，共通科目の国際経済事情は，各国の経済
事象と構造を理解させ，その動向を合理的に把握しよ
うとする能力と態度を養うことが目標とされている。
内容としては，各国の経済とその政策，経済に関する
国の規制，国際貿易事情，その他の国際事情となって
いる。指導にあたっては，なるべく実証的に材料を取
り扱うようにすることとし，各国の資源の分布や生産
技術の発展についても理解させるものとしている。
英語は，英語を通して英語国民についての理解を深
めることを目標として，直接，英語から理解する能力
を養うために，平易な英語で書かれたものを多読させ
ることから，より専門的なものまで進めていくように
指導するとしている。英会話は，日常生活や職場に必
要な英語を理解させ，とくに口頭で表現できる能力を
養うことを目標として，聞くこと話すことの領域に重
点を置いて，対話させたり，電話をさせたりすること
を中心に指導するとしている。
商業英語は，英文の商業文書や商業経済記事を読解
させ，文書を作成する能力を養うことを目標とし，英
文商業文書の読み方，書き方を中心とし，とくに，実
務的な面を主眼として，他の英語や英会話，商業諸科
目と関連づけて指導することとしている。沖縄におけ
る商業経済の国際性に対応した配慮が随所になされて
いる。（教育史資料編 612頁）
（3）アメリカ型教育システムと制度的な位置
このような特殊な目的をもって設立された学校で
あったが，高校の専攻科的な性格を持ちながらも，学
校教育法上の正規の学校としての位置づけを欠いたこ
とから，志願者が漸減し，本土復帰に伴う取扱いもあ
り，1971年に廃校となった。
産業技術学校とともに商業実務専門学校も，米国民
政府教育部からその設置について強い示唆と大きな財
政的援助（校舎の建築，外国人講師の報酬等）を受け
て，アメリカ型の教育システムの一部（沖縄版コミュ
ニティーカレッジ）として導入されたのであるが，沖
縄の学校制度や社会情勢に適合できず，また，本土復
帰に伴う法制面での調整も困難であった。（教育史
566頁）
4 高校における工業教育
1955年度版『琉球教育要覧』は，高校における工
業教育の一般目標をあげ，沖縄工業の発展の基幹とな
る中堅技術者として必要な技能，知識，態度を養成
し，工業の経済的構造と社会的意義を理解し，工業労
働者の立場を自覚するとともに，各自の個性，能力，
適性にそった職業選択の資をうることとしている。
（要覧 1955年 152頁）
1959年においては，工業高校 3校で施設設備の充
実が進み，自動車工場，土木実習場，機械実習場など
が建築され，12万ドルの予算が投入されている。ま
た，1959年 9月から翌年 2月まで，工業高校の専門
教科担当教員 9名の現職訓練が，アジア財団の援助と
米国民政府教育部及びミシガン大学派遣教授スローカ
ム氏の斡旋により，台湾省立師範大学で実施された。
高校の職業教育における，実験実習の強化が強調され
てきたが，工業教育においても，施設設備の充実と現
職者の自己研修等により改善の実があげられてきた。
産業界との協力については，例年，夏休み，冬休みな
どに生徒の校外実習，職場見学などが行われている
が，1959年においては，米国民政府教育部の斡旋に
より，工業課程，水産課程の 2年生約 960名が 5月か
ら 11月にかけて軍施設の組織的な見学を行い，軍関
係の職場を理解する一助とした。（教育要覧 1960年 81
頁）
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5 産業技術学校の工業教育
琉球政府文教局は，各種学校として政府立産業技術
学校を，高等学校生徒急増対策の一環として設置し
た。1966年の政府立高校の中学卒業生の収容力は 50
％に止まっており，私立高校を含めても 59％であ
り，残り 41％の大部分を占める約 1万人が直ちに社
会に出て行くものと推定された。これらのうち少しで
も多くのものに，その適性，能力に応じて必要な知
識，技能を授け，産業の発展に貢献できる人材として
養成する目的をもって，この「産業技術学校」が開設
された。
（1）米国民政府の支援と実技実習の重視
1966年 4月，米国民政府の援助を受けて，最初の
政府立産業技術学校が浦添村勢理客の海辺の埋立地に
開設され，全琉球から生徒の募集が行われた。工業高
校は将来の中堅技術者を養成することを目的としてお
り，教育課程でも理論面に相当の比重が置かれてい
た。
これに対して，産業技術学校では，産業界で直ちに役
立つ技能者の養成を目的としており，理論面よりもむ
しろ実技面に重点が置かれていた。工業高校では，普
通教科と専門教科の単位数の割合はほぼ 1対 1であ
り，さらに，専門科目のなかで座学と実験実習の単位
数の割合が 2対 1であるのに対して，産業技術学校で
は普通教科と専門教科の割合はほぼ 1対 3で，さら
に，専門科目のなかの座学と実験実習の割合はほぼ 1
対 2となっていた。産業技術学校では普通教科より専
門教科に重点を置き，専門教科のなかでも実験実習面
に大きく比重が置かれているなど，教育課程の編成の
上からも工業高校とは違った目的と性格を持った学校
であった。
（2）学科の構成と教員の確保
産業技術学校の学科は，就業年限 2年のものとして
機械，建築，家具，自動車，ラジオテレビ，冷暖房，
板金溶接の 7科があり，就業年限 1年では電気，配
管，印刷，測量，ブロック建築，洋裁の 6科，就業年
限が半年の学科では内装，塗装，ホテル・メイドサー
ビスの 3科が置かれていた。2年コースの場合，普通
教科は国語，社会，英語，体育，数学，理科の 6教科
で計 16単位を履修して，社会人としての教養を高め
るとともに，専門教科 54単位を履修し，そのうちの
35単位を実習に配当し，社会に出て直ちに役立つ技
能人の養成が図られるように配慮されていた。1年
コース，半年コースでもほぼ同様な構成で教育課程が
編成されていた。初年度は 1学級定員 25名で計 400
名の募集が行われた。
産業技術学校の開校にあたって最も懸念された事項
は，技術関係教員の確保であった。実習を主体とする
教育を担当するスタッフを，民間の工場から迎え入れ
ることによって対処しなければならなかった。1966
年 5月に制定された「政府立各種学校教職員の確保等
に関する臨時措置法」により，政府立各種学校に新た
に採用された工業科教員に対し，初任給調整手当を支
給することとした。この給与上の措置により，民間企
業等から技術者が採用されやすいようにした。（教育
史 563頁）
（3）教育課程の特質
1965年 12月，中央教育委員会は告示 72号「政府
立産業技術学校教育課程編成の基準」を示している。
そのなかで実習に関する科目の指導にあたっては，実
習を通して現場における生産の技能を習得させ，勤労
についての正しい観念や習慣を養うようにすることと
され，現場実習をもって実習にかえることができると
している。この場合，現場実習は学科の教育課程の内
容に直接関係があり，予め計画されたものであり，教
師の指導の下に行われ，その成果が教育的に評価でき
るものであることを要するとしている。これは近年の
日本におけるインターシップの導入などの動向を先取
りしている。
この基準では，普通教科について，一般的な教養と
ともに職業人としてその職業の持つ社会経済的な意義
を知らせ，なお，その職業における事象を科学的に理
解し，処理する基礎的能力を養うとしている。そし
て，いずれの科目においても，その学科の目指す職業
に最も関係の深い事項を重点的に指導することとして
いる。
国語においては，日常必要な国語能力を高めるとと
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もに，職業上の術語の意味が分かり，簡単な経営上の
文書や手紙文が書けるよう指導することとされてい
る。社会においては，産業及び技術の歴史と現状，労
働問題，政治の機構等を重点的に指導し，郷土の事柄
についても取り扱うこととしている。英語において
は，基本的な語法や音声に慣れさせ，読み，書き，聞
く，話す能力の基礎を養い，簡単な会話や一般的な工
業英語に慣れさせる。体育においては，均整のとれた
身体の発達とともに，団体生活における規律や協力精
神を涵養することとしている。数学においては，その
学科の目指す職業に必要な計算問題なども取り上げて
指導することが望ましいとしている。理科において
は，学問的体系に偏ることなく，その学科の目指す職
業との関連を考慮して，指導する事項や事項の内容の
重点を定めることとしている。これらも，職業教育に
おける普通教科と職業との関わりを考える上で興味深
い事例である。（教育史資料編 607頁）
（4）評価と終焉
このあと産業技術学校は，次々に各地に設置されて
いく。1968年には，コザ市泡瀬，宮古島平良市に，
1969年には名護市と東風田村富森にそれぞれ産業技
術学校が設置された。しかし，斬新な考え方にもとづ
いて設置されたこれらの産業技術学校も，卒業生の資
格問題（各種学校のため高卒資格がとれないなど資格
保障ができない）や本土復帰に伴う法令の適用上の問
題から，1970年 4月には各学校とも生徒の募集を停
止し，各学校内に政府立工業高校が併置新設された。
1971年までに 5校の産業技術学校はすべて廃止となっ
た。（教育史 563頁）
『那覇市教育史』は，産業技術学校について次のよ
うな評価を示している。勉強は苦手だが機械いじりな
ど身体で覚えるものなら大好きだという子にはモテモ
テであった。卒業生は産業界から大歓迎で就職率は
100％であった。翌年の入学志願者は募集の 4倍に達
し，企業からの求人申込は卒業生の 10倍もあった。
高校へ進学しておれば，落ちこぼれて中途退学の憂き
目をみる可能性の高かった生徒たちにとっては，それ
こそ願ってもない天国が転がり込んできたようなもの
であった。手始めに一つだけ作った産業技術学校が大
ヒットしたので，次々に各地に産業技術学校が誕生し
た。複数校になったので最初に作った産業技術学校は
那覇産業技術学校と改称された。復帰の時点では，本
土法にないということで工業高校へ変えられた。身体
で覚えるタイプの子どもたちの進学，就職の両面の進
路を塞ぎ，せっかくの大成功をうまく活かせなかった
のは残念であった。沖縄には第 2次産業のわりに工業
高校が多いのは，産業技術学校をすべて工業高校に転
換してしまったためである。（那覇市教育史 356頁）
6 社会教育における職業教育
1956年 6月に琉球政府文教局が発行した『職業教
育要覧』によると，社会教育の分野における職業教育
は，自立した琉球経済の確立の要請に応えて，他の分
野における職業教育計画と密接な関連の下に速やかに
推進されなければならないとしている。政府立職業高
校に委嘱し，実技を中心とする職業教育講習を実施す
るとともに，教育区と共催で実用英語講座なども開講
した。その他，公民館及び成人学級において定期的に
行われる種々の講座は，いずれも地域の必要性や住民
の要望にもとづいて，一般教養と併せて，職業に関す
る基礎的な知識技術についての指導を行っており，ま
た，手芸，裁縫，料理などの家政教育までも含めて，
社会教育の分野での職業教育は活発に動きつつあると
している。なお，軍雇用の技術労働者を全面的に琉球
人に切り替えるアメリカ軍の方針により，軍において
も各職場でタイプ，英会話，機械技術訓練などを実施
しており，これと並行して講座，講習会を拡充強化
し，成人，青少年の職業教育に重点をおいて，その振
興を図りたいとしている。（教育要覧 1956年 88頁）
1964年度，文教局は成人英語講座を開設した。こ
の講座は，時代の進展に伴って国際語としての英語の
重要性から，各職場の従業員の英会話能力を高め，職
場で扱う英文文書を正確かつ迅速に処理する能力を高
め，英語国民との接触を高め，相互の人間関係を深め
ることを目的としている。実施にあたっては 1職場 1
学級として人員は 20人程度とし，期間を 3カ月とし
て 25学級を年間 4回，広く全琉球各地に開設してい
る。
また，職業技術教育のため 2講座が開講された。一
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つは勤労青少年を対象に社会的な要求度の高い技術員
の養成を行っている。期間 3カ月で夜間 6時から 9
時，週 5日の講習で，農業技術員養成講座が北部農林
高校，中部農林高校で，ボイラーマン養成講座が沖縄
水産高校で，自動車整備工養成講座が中部工業高校，
沖縄工業高校で，船舶機関士養成講座が宮古水産高校
で，溶接工養成講座が沖縄工業高校で，トラクター整
備講座が八重山農林高校でそれぞれ開講された。
これらの講習の特色は，高校の技術教育施設を一般
の勤労青少年にも開放していることで，生徒の使用し
ない夜間と土曜日の午後，日曜日に行われている。講
師も各高校の教諭が担当しており，学校開放の先駆け
としても行われていた。
もう一つは，測量技術員の養成講座を開設してい
る。これは測量技術員の不足に伴い，測量士補程度の
理論と知識を修得させるために工業高校に委嘱して
行っており，6カ月の期間で年 2回各 30人程度を養
成していた。（教育要覧 1965年 174頁）
結
本稿では，30年余りに及ぶ米国の統治の下での，
沖縄における職業教育について検討してきた。職業教
育は沖縄の住民に対する雇用・職業保障の一環として
実施されてきたが，一方で，それは経済政策と密接な
連携をもって展開された。職業教育は，主として公教
育における学校制度のなかで学齢期にあるものを対象
として，長期的な視点から実施され，その内容も普遍
的な事項をとくに重視したものになっている。この部
分において，失業対策としての意味合いの強い雇用保
障としての職業訓練とは大きく相違している。このこ
とはすでに述べているが，生涯にわたるキャリア保障
という観点から，学校教育のなかで学齢期に実施さ
れ，より長期的な展望と，普遍的色彩を強く持つ職業
教育は，住民にとって社会権的な意義を持つといえ
る。この時期の沖縄では，職業教育は社会教育のなか
でも実施され，勤労者や成人男女を対象に学校施設等
を活用し，垣根を越えて盛んに実施された。それは，
職業教育が，経済産業政策，技術政策と密接に連携
し，それらの動向を踏まえて成立するものであること
から必然的であるとさえいえる。これらの政策は常に
変遷するが，その中で職業教育が長期的視点と普遍性
を維持して，住民に対するキャリア保障をいかに確保
して行くかは大きな課題である。これまで，米国統治
下の沖縄における職業教育について，雇用・職業保障
の観点からその機能と制度の両面の特質を明らかにし
てきたが，ここでの知見は，今日の日本の職業教育の
直面する諸課題に有益な示唆を提供している。
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